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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　通信システムであって、
　地上局と、
　地球静止軌道上の宇宙船であって、前記地上局と前記宇宙船とが所与のビーム幅で作動
することを特徴とする通信システムを有する前記宇宙船と、
　前記宇宙船によって副軌道上のプラットホームに向けて送信される通信信号のビーム幅
以内に前記地上局が入ることを防止し、前記地上局が前記副軌道上のプラットホームに向
けて送信する通信信号のビーム幅以内に前記宇宙船が入ることを防止するような非赤道緯
度に維持される前記副軌道上の少なくとも３つの下向き指向通信装置を有するプラットホ
ームと、を含み、
　前記地上局は、前記宇宙船との直接的な通信信号と、間接的な通信信号と、のいずれを
も維持し、前記間接的な通信信号は、前記宇宙船に信号を中継する前記副軌道上のプラッ
トホームに向けて方向づけられており、前記地上局からの前記直接的又は前記間接的な通
信信号は、同一の波長を使用する通信システム。
【請求項２】
　前記下向き指向通信装置は、２９．５－３０．０ＧＨｚをエンドユーザーへの下りリン
クに用いることを特徴とする請求項１に記載の通信システム。
【請求項３】
　前記副軌道上のプラットホームが、少なくとも３０００時間作動するように構成されて
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いることを特徴とする請求項１に記載の通信システム。
【請求項４】
　前記副軌道上のプラットホームは、径４０００フィートの円及び１００フィートの高度
範囲の境界内の局に航空機を実質的に維持するように構成されていることを特徴とする請
求項１に記載の通信システム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
本出願は、ここに参照により本出願に組込む２０００年４月１０日申請の米国特許仮出願
、一連番号６０／１９６，０５８号の優先権を請求する。
【０００２】
【発明の属する技術分野】
本発明は、無線通信システムに関し、詳細には航空機を用いる無線通信システムに関する
。
【０００３】
［発明の背景］
インターネット及びマルチメディアアプリケーションの急速な発展とともに、高バンド幅
（帯域幅）、ラストマイル接続性をエンドユーザに提供するための課題が次第に増加して
いる。このようなユーザに対しては、各種の異なる型の通信システムを通じて通信信号を
送ることが出来る。有線の地上システムが一般的に、広バンド幅（帯域幅）通信のため高
速通信を提供する。しかし、このようなシステムのための施設は、構築、保守及び更新の
ための費用が高く時間を要する上、それ自体では移動通信の助けにならない。送信塔を使
用する無線システムは、供用地域面積当たりかなり局限されたバンド幅（帯域幅）のため
、程々に高速の通信を提供する。
【０００４】
地球静止軌道（ＧＥＯ）衛星（高度約３６，０００キロメートル）もまたエンドユーザに
無線通信を提供することが出来るが、バンド幅（帯域幅）効率の点で限界があるので、高
人口密度地域で供用されている。地球中軌道及び低軌道（ＭＥＯ及びＬＥＯ）衛星（それ
ぞれ１０，０００キロメートル及び７００～１５００キロメートル）システムは、エンド
ユーザ達が衛星の相対運動を追跡するための装置を有することを要求されるので、その性
質上複雑である。さらに、ＧＥＯ衛星は赤道軌道上になければならないので、その実用は
赤道陸上地域に限定される。地球非静止衛星は、複雑な連続調整、指向性アンテナを、空
中と陸上の双方に、一般には１つの通過衛星から次のものに通信信号を切り替えるのに適
合させた副次系もともに、必要とする。もちろん、上記の衛星はいずれも、保守などのた
め、容易に回収することは出来ない。
【０００５】
航空機は、旅客輸送、貨物輸送、消防、偵察、戦闘などを含む各種の用途に使われている
。これらの用途が定める沢山の機能的役割を満足させるため各種の航空機がこれまで設計
されて来た。これらの航空機の中には、在来の気球、飛行船、固定翼航空機、全翼機及び
ヘリコプタが含まれる。
【０００６】
それを満足させるため、航空機がこれまでは一般的に設計されて来なかった機能的役割の
１つは、航続距離が長く、副軌道（例えば、成層圏）上の、高々度の通信用プラットホー
ムである。高々度プラットホームは、位置が比較的固定された高々度にとどまる航空機で
ある。気球及び飛行船など空気より軽い航空機、及びヘリコプタは双方とも、高度限界及
び強風下で選定局を維持する能力が欠けているので、高々度プラットホームとしての機能
性に限界がある。一般的に高速で航行して高々度に到達しそれを維持する航空機は、無風
状態で選定局を維持する能力が欠けているので、限界がある。さらに、ヘリコプタ、ある
種の空気より軽い航空機及びたいていの航空機は、１週間以上又は１ヶ月などかなりの長
期間はおろか、１日間以上にわたって高々度の局を維持することが出来ない。
【０００７】
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数多くの開発的航空機が、日中に大量の日光を浴びる限り太陽発電航空機として、昼夜の
連続飛行を保つ可能性を有する。実際に建造されたこのような航空機３機が、パスファイ
ンダ、センチュリオン及びヘリオス航空機として良く知られており、数多くの飛行記録を
樹立した。これら航空機の底流となる基本設計は、米国特許５，８１０，２８４号におい
て詳細に論じられており、極めて高い縦横比及び比較的定常な翼弦と翼を有する無後退角
全翼機を指向する。
【０００８】
パスファインダ、センチュリオン及びヘリオス航空機など、副軌道上の高度で運航する長
持続時間高々度プラットホームを、各種の機能で使用することが提案されて来た。一例と
して、マイクロ波通信装置を装備した高々度プラットホームは、遠隔地間の通信中継業務
を提供することが出来る。その他の型の航空機は、重く高価で、しかも急速に消費される
使用燃料の量が限られているので、この役割に最も適しているとは言えない。一般的に、
これら他の型の航空機は、所望の位置にかなりの期間とどまることは出来ないので、これ
らの役割を果たすのに効用が限られる。
【０００９】
【発明が解決しようとする課題】
高バンド幅（帯域幅）信号を固定位置及び移動受信機の双方に対して提供する通信システ
ムを開発することが望ましい。本発明の各種実施例は、これら必要性の幾つか又は全部に
合致することが出来る上、さらに関連の利点を提供する。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
本発明は、製造が安価で長期間にわたって空中にとどまることの出来る航空機を使用する
通信システムを提供することにより上述の必要性を解決する。これらのシステムは、急速
に配備することが出来、市場及び市場規模に対し伸縮自在で、新技術を用いて保守し更新
することが出来る。性質上無線であるこれらのシステムは、可搬及び／又は移動ユーザに
供用するため開発することが出来る。
【００１１】
本発明は、地上局からの電波信号を、副軌道上の高度より上にある衛星又はその他の宇宙
船に向かう光信号に転換するため使用することの出来る、副軌道上のプラットホームの使
用を必然的に伴う。同様に、航空機は多数の地上局と結合して、広帯域及び／又は無線ネ
ットワークを作成することが出来る。しかし、本航空機は衛星又は地球ラストマイル施設
を生産するより遙かに廉価なだけでなく、回収可能で同一又は別の役割に使用することが
できる。
【００１２】
本発明は、局が厳密に維持された成層圏プラットホームを、固定位置ユーザに対し効果的
に対地不動の通信結節点として使用する。このプラットホームは、太陽エネルギと水素燃
料電池のハイブリッドを用いて発生した電力により局維持を空気力学的に実現する。これ
らは、環境に優しく成層圏内に汚染物質を発生しない。ペイロードモジュールはその姿勢
を保ち、ジンバルを用いてプラットホームの横揺れ－縦揺れ－首振り運動から切り離され
ている。ペイロードとユーザ端末双方のアンテナは、プラットホーム局維持力学に適合す
る設計となっている。
【００１３】
データは、航空機に対しデータを放送し航空機からデータを受信する構成の地上に基地を
置くゲートウエイを通じて処理することが出来る。プラットホームは、２０ＫＭの高度に
ある。これは、３５，０００キロメートル軌道にある静止衛星よりかなり近いので、与え
る遅延待ち時間は地球ネットワーク（回線網）と同等又はそれより良い。
【００１４】
通信システムは、空間的に間隔を空けた複数の航空機を、周波数及び偏光の多様性ととも
に用いることが出来るので、２２２ＭＨＺ／ＫＭ２以上のバンド幅（帯域幅）密度効率を
人口密度の高い都市領域にもたらすことが出来る。これはまた、競合システムを共存させ
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ることも出来る。
【００１５】
本発明のその他の特徴及び利点は、添付図面との関連で取り上げた、好適実施例に関する
以下の詳細説明から明らかになるであろう。ここでは、例を用いて本発明の原理を説明す
る。本発明の実施例を構築して使用することが出来るようにするため以下に説明する特定
の好適実施例に関する詳細説明は、列挙した請求項の限定を意図するものではなく、請求
発明の特定例として役立つこと意図するものである。
【００１６】
【発明の実施の形態】
上記に要約し列挙請求項により定義される本発明は、添付図面との関連で読まれるべき以
下の詳細説明を参照することにより、さらに良く理解されるであろう。本発明の特定の実
施に関して構築し使用することが出来るように説明されている通信システムの特定好適実
施例に関する以下の詳細説明は、列挙請求項の限定を意図するものではなく、それらの特
定の例を提供することを意図するものである。
【００１７】
［本発明のための好適航空機］
本発明は、地球に対しほぼ不動のプラットホームとして、局厳密維持要件を有する航空機
の使用を含むのが好適である。本発明にしたがうと、好適航空機は、発明の背景の中で述
べたように、パスファインダ、センチュリオン及びヘリオス航空機と類似の設計のもので
ある。好適航空機の設計を以下に記述するが、更なる詳細は、参照によりここに組み込ま
れる米国特許５，８１０，２８４号に示されている。それでも、本発明用の別の航空機設
計が、記述した航空機から大きく異なることもあるのは理解される筈である。
【００１８】
図１－３を参照すると、好適航空機実施例は、全翼機１０である。即ちこれには胴体又は
尾翼がない。その代わり、これは翼長に沿ってほぼ不変の翼形状と大きさを有する無後退
角翼１２を含む。６基、８基又は１４基のモーター１４が翼長に沿って色々な位置に置か
れており、各モーターが単一プロペラ１６を駆動して推進力を生じるのが好ましい。２個
、４個又は５個の垂直羽根１８ａ－１８ｄ、又はポッドが、その下端に着陸装置を付けて
翼から下に伸びているのが好適である。
【００１９】
好適航空機１０は、太陽熱動力であって、燃料電池を含み昼夜の連続飛行用のためエネル
ギを蓄積する。これはしたがって、１週間乃至１０日（例えば、２００時間）及びさらに
好適には３０００時間以上にわたり連続して無人で飛行する使命に理想的に適している。
あるいは、その電力の一部又は全部を、水素燃料（燃料電池又は在来モーターのいずれに
も使用される液体水素など）、化石燃料その他の貯蔵燃料、もしくは日中は太陽エネルギ
、夜間は再生不能又は一部再生可能貯蔵燃料など、燃料資源の組合せから、導き出す設計
とすることが出来る。
【００２０】
航空機１０は、縦方向に翼長に沿って順に置かれた５個又は６個が好ましいモジュラー区
画に分割する。これらの区画は、長さが３９乃至４３フィートの範囲で、約８フィートの
翼弦長さを有する。こうして、航空機は、長さが約８フィートであり、好ましくは、翼長
が約１００、１２０、２００又は２５０フィートとなるのが好適である。航空機の翼区画
は飛行中に、区画間荷重が最小になるよう、それぞれの自重を支えるので、それにより必
要な荷重負担構造体が最小になる。
【００２１】
羽根（フィン）１８ａ－１８ｄは、区画の間の接続点で翼１２から下向きに伸び、各羽根
には、着陸装置の前方車輪及び後方車輪３４、３６が取り付けられている。この羽根は、
電子回路（エレクトロニックス）、及び／又は各種ペイロードなど航空機の要素を中に収
容するためのポッドとして構成されている。ポッドのうち１つ「コントロールポッド」は
、主としてソフトウエアとして実現される自動操縦装置を含むモーターと昇降舵を制御す



(5) JP 4722367 B2 2011.7.13

10

20

30

40

50

るための制御用電子回路を搬送するため使われる。加えて、このポッドは、全地球測位シ
ステムを含むセンサと同時に下記に記述するような通信装置を運搬する。
【００２２】
上述の設計の結果、航空機の好適実施例は、軽量（翼面積平方フィートあたり１ポンド以
下）で、比較的遅い空中速度（低高度での１３ノットから高々度での１００ノットまで）
で航行し空中にとどまるため、太陽電池のアレーから比較的少量の電力を必要とする。そ
の局上での性能は、残りの通信システムに対し事実上透明（即ち、残りの通信システムは
、航空機がその局を維持する限り、航空機の飛行により影響を受けない）であるようなも
のである。
【００２３】
［地上リンクシステム］
図４Ａ及び４Ｂは、本発明の通信システムを実施した第１のシステムのシステム概念を示
す。このシステムは、通信結節点として使用される厳密に局を維持した成層圏プラットホ
ームとして働く１機以上の航空機１０、及びプラットホーム上と地上の双方に置かれた通
信装置を含む。
【００２４】
地上を基地とする通信装置は、１つ以上の「ゲートウェイ」１０２（即ち、１つ以上の航
空機プラットホームに対し信号を放送及び／又は受信する地球上通信結節点）を含む。地
上を基地とする通信装置はまた、それぞれが１つ以上のエンドユーザ位置１０６に端末ア
ンテナ１０４を有する１つ以上のエンドユーザ端末（即ち、１人以上のエンドユーザのた
めの通信装置）をも含む。端末アンテナはそれぞれ航空機プラットホームのうち１つに対
して信号を放送及び／又は信号を受信することが出来る。多重端末アンテナは、単一ユー
ザのため異なる航空機からの信号にアクセスするため使用することができる、こうしてバ
ンド幅（帯域幅）が増加する。
【００２５】
ユーザ端末においてエンドユーザ１０６に対し又はエンドユーザ１０６から通信されるデ
ータは、ゲートウエイ１０２とエンドユーザのユーザ端末との間で空中通信装置を経由し
て伝送される。詳細に説明すると、エンドユーザデータは、好適に処理されて１つ以上の
ゲートウエイトと１つ以上の航空機１０との間で伝送される。
【００２６】
航空機１０は、移動しないゲートウエイ１０２及びエンドユーザ位置１０６に対し地球か
ら見てほぼ不動に保たれる。詳細に説明すると、これらの航空機プラットホームは、端末
アンテナ１０４のビーム幅の範囲内に保たれる。各プラットホームは、選択された通信領
域又はセルの上で高度２０ＫＭの位置を保つのが好適である。これはあらゆる環境条件に
わたって旋回半径６００ｍで垂直高度±３０メートルの内側にとどまるのが好適である。
ＧＥＯ衛星に比較して、この通信システムは、地上ネットワークと同等又はやや良好な遅
延時間を有するであろう。
【００２７】
空中通信装置は、航空機１０の上の１つ以上のペイロードモジュール、及び好適にはポッ
ド１８（図１－３参照）の中で運搬される。この装置は、その姿勢を保ち、ジンバルを用
いてプラットホームの横揺れ、縦揺れ、首振り運動から切り離される。空中通信装置（ペ
イロード）とエンドユーザ端末アンテナの双方は、航空機－プラットホームの局維持力学
に適合する設計となっている。
【００２８】
空中通信装置は、ユーザ端末アンテナの複数の異なるセル１１０に照準を合わせる構成と
なっている。六角が好適なこれらのセルは、航空機から適切な距離において、空中通信装
置のバンド幅（帯域幅）と好適に釣り合いの取れた各種の大きさとすることが出来る。
【００２９】
類似構成の通信装置を有する追加の航空機１０は、最初の航空機によってサービス（役務
提供）されているセル１１０に対し、及び／又は追加のセルに対し、追加のバンド幅（帯
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域幅）が備えられるようにする。各航空機は、互いの担当地上アンテナのビーム幅範囲内
を飛行しないよう、相手側から距離を取らなければならない。この空間多様性はまた航空
機をお互いの衝突から防護するのにも役立つ。
【００３０】
システムは、空間多様性（密に詰まった、２次元の様々なプラットホーム位置からの、図
４Ｃ参照）、周波数多様性、及び偏光多様性を用いて、２２２ＭＨＺ／ＫＭ２程度の高さ
のバンド幅（帯域幅）密度効率を人口密度の高い都市領域にもたらすことが出来る。密に
詰まった空間多様性は、ＧＥＯ衛星に関する軌道枠の１次元系よりかなり高いバンド幅（
帯域幅）を与える。この空間多様性によりまた、競合システムが共存することが出来るよ
うになる。
【００３１】
ゲートウエイは、プラットホームへの上りリンクに９２－９５ＧＨｚを、プラットホーム
からの下りリンクに８１－８４ＧＨｚを使用する。周波数帯は、各ゲートウエイのため再
使用された偏光である。自動追跡アンテナを有する空間的に分離された４個までのゲート
ウエイが、各プラットホームからのデータすべてを処理するのが好適である。全体再使用
係数８が、プラットホーム当たり２４ＧＨｚのバンド幅（帯域幅）処理能力を生じる。ゲ
ートウエイは、ユーザデータを処理し、外部的に地球上及び／又は衛星ネットワーク（回
線網）を通じるか、又は内部的に通信範囲内の宛先ユーザに対するプラットホームに上る
かのいずれかでルートを定める。航空機に対するゲートウエイの通信リンクは、最悪の場
合である雨中であってもリンクの性能を維持するようにクロスポラリゼーション相殺を用
いるのが好適である。
【００３２】
プラットホーム上の通信ペイロードは、ユーザをゲートウエイに対し接続するための単純
な中継器設計である。ゲートウエイアンテナは、地上アンテナと相互に自動追跡する。ユ
ーザリンク上でバンド幅（帯域幅）密度を得るには、多重ビームを在来の４セル再使用構
成で配置する。セル大きさと端末間同期ＣＤＭＡ波形設計が、最悪の場合のプラットホー
ム運動が起こす干渉を克服する。
【００３３】
エンドユーザ通信リンク（航空機からユーザ端末まで）は、Ｋａ又はＫｕ帯域用に設計す
ることが出来る。図４Ｄは、ＧＥＯ衛星Ｋａ帯域を逆に、即ち１９．７－２０．２ＧＨｚ
をエンドユーザからの上りリンクに、２９．５－３０．０ＧＨｚをエンドユーザへの下り
リンクに用いる当該設計を示す。利用可能の５００ＭＨＺバンド幅（帯域幅）を、４セル
再使用計画において２つの２５０ＭＨＺに分割する。２４ＧＨｚゲートウエイ・バンド幅
（帯域幅）全体を用いて、ペイロードは９６個のユーザビームをサポートする。これは、
相手先セルサイズが８ＫＭ六角形であるとき、６ＭＨＺ／ＫＭ２のバンド幅（帯域幅）密
度を達成する。
【００３４】
ユーザの端末アンテナは、プラットホームの局維持操作に適応するのに充分なビーム幅を
有しなければならない。同時にこれらは、多数プラットホームが同一通信範囲の上で作動
し、需要が増えたときさらにバンド幅（帯域幅）密度を向上することが出来るのに充分な
だけ狭くなければならない。図４Ｄのペイロードに対応して、正規のＥ１（２，０４８Ｍ
ＢＰＳ）データ速度用のリンクに近づけるため、プラットホーム直下のセルについては径
３０ｃｍのアンテナが使用される一方で、通信範囲縁辺のセルについては４５ｃｍアンテ
ナが必要となる。Ｋａ帯域におけるこれらアンテナのサイドローブレベルにより、図６に
示すように、最小の相互干渉で３７個のプラットホームの六方充填構造が可能になる。こ
のことにより、重複領域におけるバンド幅（帯域幅）密度が２２２ＭＨＺ／ＫＭ２まで増
加する。ＧＥＯ　Ｋａ帯域端末とこのシステムとの間の干渉は、空間的分離を用いて大い
に緩和することが出来る。
【００３５】
１つ以上の運営センター１００が飛行中の航空機プラットホームに命令し制御するのが好
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適である（図４Ｂ参照）。これらはまた、全体システム利用可能性を９９．９％信頼度で
保証するため、及び個別の航空機が保守される間システムを維持するため、代置して利用
することの出来る追加の航空機プラットホームにも命令し制御する。運営センターは、下
の地域のための適切な局に同時に維持することの出来る航空機プラットホームの船隊を制
御するのが好適である。第１の航空機が第２のものに代置された後、第２の航空機は過酷
な天候を避けるため遠隔地の着陸場に向かうことが出来るのが好適である。航空機の区画
構造のため、及び区画の大きさのため、航空機はここで分解し、通常のトラックを用いて
通信セルに近い滑走路に搬送することが出来る。
【００３６】
システムは、各種マーケットに配置されたとき、大きさを完全に変更することが可能で、
また多くの方法で最適化することが出来る。ペイロードは、単一ゲートウエイに対応して
６ＧＨｚ処理能力刻みで設計するのが好適である。アンテナビームは、必要なセル１１０
をカバーするため選択的に配分する。
【００３７】
ペイロード（即ち、空中通信装置）は、プラットホームを保守のため回収したとき、更新
して再構成する。プラットホームは、小さいペイロードを用いて、より厳密に局を維持す
るため最適化することが出来る。これに対し、バンド幅（帯域幅）密度を高くするため、
セルサイズを小さくすることがある。同様にシステム全容量もまた、通信領域をカバーす
る多数プラットホームを用いて維持することが出来る。
【００３８】
［衛星下りリンクシステム］
図５は、本発明を実施する第２の通信システムの概念を示す。この航空機１０は、衛星な
ど、衛星軌道高度以上に位置する宇宙船から、地上局に対し、高バンド幅（帯域幅）地対
空通信システムを設定するため使用される。詳しく説明すると、航空機は、衛星３０２、
地上局３００、及びその間を移動する信号を支える通信装置を含む衛星下りリンクシステ
ムの一部として働くのに特に良く適合されている。この型のシステムは、多種多様な通信
システムの建設に有用なことがある。
【００３９】
一般的に、地上局と衛星との間の通信には、雲などの各種大気現象を干渉なしで通過する
ことの出来るマイクロ波信号など、或る種の型の電波信号を用いる。これらの信号の幾つ
かは多方向性で、幾つかは目標に対し与えられたビーム幅で向けられる。しかし、受信器
感度と背景ノイズの与えられたレベルのため、特定のバンド幅（帯域幅）を搬送するのに
必要な信号強度は、放送アンテナが比較的狭いビーム幅を有しているときであっても、地
上局と衛星との間の距離とともに著しく増加する。受信器感度は、アンテナサイズを大き
くして増加することが出来るが、衛星システムでは重いと費用がかかるので、アンテナ重
量との兼ね合いがある。
【００４０】
さらに、地球静止衛星の限られた例外のほか、衛星は、往復して赤道上を横切る地上軌跡
を辿るので、これが地上局からの距離と方向の変動を生じ、指向性アンテナに（衛星から
衛星への定期切り替えなど）大きい指向調節を必要とする。衛星（又は衛星群）の地上軌
跡により、地上局は遠距離衛星との下りリンクを維持するため膨大な量の動力を必要とす
る。
【００４１】
したがって、一般的に信号強度が、下りリンクに利用することの出来るバンド幅（帯域幅
）に対する制限要因となり、指向性地上局に関しては、一般的に指向性アンテナが目標追
跡能力を有しなければならない。さらに、信号強度を増加し得る範囲で、その増加により
その信号から著しい干渉を受ける地理的面積が広くなる。信号が広いビーム幅を有するか
又は（セルラー通信に使われるもののように）多方向性であるときは、とりわけ著しい。
要約すると、通信バンド幅（帯域幅）は、地上局上の衛星高度、地上局と衛星との間の最
大地上距離（即ち、緯度及び経度の度数差）、受信器感度（アンテナサイズからなど）、
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ビーム幅、及び電力レベルにより制限される。加えて、少なくとも幾つかの用途において
は、通信バンド幅（帯域幅）は背景ノイズ及び別の位置の信号との許容干渉に関する限界
により制限される。さらに、電力要件軽減のため狭ビーム幅地上局アンテナを使用すると
きは、著しい費用が課せられ、追跡要件の精度のため、余計な故障の危険性を生じること
がある。
【００４２】
衛星対衛星通信信号、又は衛星対非軌道宇宙船上りリンクは、レーザその他の光信号など
高周波信号を使って、限られた電力で遠距離にわたって広バンド幅（帯域幅）を達成する
ことが出来るので、これらの型の束縛を受けるとは限らない。これらの信号は、雲などの
大気現象を通過するとき急速に劣化することがある。したがって、このような高周波通信
信号は、一般的に衛星間通信、又は衛星と雲などの大気現象に直面しそうにない地上位置
との間の通信に限られる。
【００４３】
本発明の好適実施例は、マイクロ波信など地上局３００からの電波信号を、衛星又はその
他の宇宙船に向けた光信号に変形するため、副軌道上のプラットホーム３０４を備えるこ
とにより、地対空通信バンド幅（帯域幅）に著しい増加を与えることが出来る。この通信
リンクはいずれの方向にも向けることが出来るが、この通信リンクは双方向性であるのが
好ましい。
【００４４】
この機能のため、副軌道上の好適プラットホーム、本発明の航空機１０は、地上局にある
上向き指向性アンテナの付いたマイクロ波送受信器３１２と交信する下向き指向性アンテ
ナの付いたマイクロ波送受信器３１０、及び衛星にある下向き指向性アンテナの付いた光
送受信器３１６と交信する上向き指向性アンテナの付いた光送受信器３１４を含む。航空
機は、雲３１８及びその他の大気湿度など大気の著しい光干渉のため、一般的高度の上の
高度まで上げるのが好適で、地上局と航空機との間の信号バンド幅（帯域幅）を最大にす
るのに充分なだけ低いのが好適である。航空機は、それぞれが地面を向いた照準可能であ
るのが好ましい複数のアンテナを、地上局用に有するのが好適である。
【００４５】
航空機は、高度５０，０００フィートと７０，０００フィートとの間で、２００時間以上
（更に、好適には３００時間以上）運航するのが最も好適である。この航空機を使って作
られた通信システムは、地上と低軌道高度との間の距離を超える広範囲の通信（即ち、広
いバンド幅（帯域幅）の通信）を妨げる地上局マイクロ波電力レベルで働くのが好適であ
る。
【００４６】
航空機は、地面に対し比較的静止した位置にとどめて、地上局が航空機を追跡する必要性
を局限するか又は除去するのが好ましい。詳細に説明すると、航空機は径７０００フィー
トの円形で高度範囲１０００フィートで運航するのが好適で、ほぼ径４０００フィートの
円内又はその近傍で運航するのがさらに好適である。さらに、航空機は垂直範囲１０００
フィート、さらに好適には垂直範囲１００フィート以内又はその近傍で運航するのが好ま
しい。
【００４７】
地上局３００からの電波信号３０６を、光信号３０８を使って衛星３０２まで中継するた
め、副軌道上のプラットホームとして働く航空機は、多数の利点を提供し、各種の使命を
実行することが出来る。例えば、このような航空機は、機械的不具合を起こしたとき迅速
に交換することが出来る。同様に、このような航空機は、高電力レベルでは（広バンド幅
（帯域幅）又は双方向信号のため）互いに干渉するかも知れない周波数を使いながら、互
いに比較的近い距離以内で運航することが出来る。航空機それぞれに対する電波信号は、
軌道にある衛星に対し同様のバンド幅（帯域幅）を与えるのに必要な電力レベルより著し
くに低い電力レベルのものだからである。これは、各種信号のため必要なレベルまで電力
使用を最小にするための閉ループ信号強度制御システムについて、さらに論じることが出
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来る。
【００４８】
局限されたビーム幅を有する上向き指向地上アンテナ及び／又は下向き指向衛星アンテナ
の使用により、電力使用をさらに少なくすることが出来る。これら照準可能アンテナの各
々は、航空機がとどまらなければならない空域の境界を定める。上向き指向地上アンテナ
と下向き指向衛星アンテナの双方を使うときは、照準を定めて、航空機が局維持飛行パタ
ーンを維持することの出来る空域の範囲を互いに区切らなければならない。
【００４９】
境界の定まった空域内に局を維持するため、航空機は低速飛行航空機であるのが好適であ
る。飛行パターンは一般的に、一定量の許容垂直変動を有するほぼ円形の錠剤型である。
しかし、強風状態の下では、飛行機が概ね風上方向に向かって前後に進路を変えるジグザ
グのパターンから、一直線の風上向け飛行に、好適飛行パターンを変えることがあるのは
理解される筈である。
【００５０】
航空機は、単一地上局と、地球静止（又はその他の地球同期）衛星などの単一宇宙船との
間の交信を円滑にするため働き、又は、図５に示すように、航空機の光通信の範囲内を順
に通過する一連の低軌道衛星と交信することが出来る。衛星間を切り換える設計の航空機
は、第１衛星３０２との通信リンクを切断する前に第２衛星３２２との通信リンクを捕捉
するよう、２つの光通信装置３１４、３２０を含むのが好適である。
【００５１】
図６に示すように、本発明を具体化する別の実施例においては、航空機１０を、通信衛星
への常時かつ直接のアクセスが別途の方法では容易には得られない北寄り又は南寄りの緯
度で使用することが出来る。航空機を適切な副軌道上の（成層圏が好適）高度にとどめる
ことにより、航空機は、緯度で８０度以上離れた衛星３２４－－赤道により近く位置する
であろう衛生－－との交信を設定することが出来る。
【００５２】
関連する観点で、航空機は、赤道衛星に向けられた波長を再使用する指向性信号を使うこ
とにより、たいていの如何なる非赤道局の長所を有利に利用することが出来る。詳細に説
明すると、特定の地上局は、同一波長を用いて２つの異なる信号を、１つは地球静止衛星
に向け他は航空機に向け、指向して放送することが出来る。非赤道衛星と異なり、航空機
は赤道を横切る必要がないので、地上局は（地上局が衛星を切り換えなければならないと
き起こるように）定期的に新しい放送方向に切り換える必要がない。当然の結果として、
所与の航空機位置に関しては、衛星に対して放送するのと同じ周波数で、幾つかの地上局
が放送することは出来ない。２つの指向性信号が重なり合うからである。例えば、航空機
が赤道のやや北側にあり、地上局が赤道から遙か遠くの北にあるときは、信号が重なり合
う。しかし、赤道から著しく離れた地上局のため、航空機を赤道上で衛星の遙か下にとど
めることは可能であろう。本発明のこの側面は、配備された地上局が、空間的に分離した
２機の航空機に放送することにより、バンド幅（帯域幅）を増加させるという本発明の第
１実施例に関連することに注意すべきである。
【００５３】
図７に描くように、通信システムの１実施例は、山岳３２５及びその他の障害物を迂回す
るため使用することが出来る。この特徴は、地上局を衛星に連結するため、及び同様に地
上局を地上局に連結するため利用することが出来る。これは、地上局も衛星も莫大な労力
及び／又は費用無しで一般的に再配置可能でないので、このシステムの特に効果的な使用
法である。このようなシステムに関する効果的であるかも知れない用途の１つは、テレビ
信号など広く放送される信号への障害の影響を克服することである。これらテレビ信号の
信号源は、地上局、衛星又は別の航空機であることさえもある。別の効果的であるかも知
れない用途は、同一周波数を使用する多数の地理的に分離された地上局に対する放送にお
ける周波数再使用である。これは、衛星が、遠く離れているので、同一周波数を使用する
２つの地上局と別々の通信をするためには、狭いビーム幅を必要とする点で有利である。
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【００５４】
本発明の別の実施例は、航空機を、スポットビームに置かれたエンドユーザと、通信ネッ
トワーク（回線網）との間で通信を中継する、地域ハブとして働かせるため使用する。通
信ネットワーク（回線網）は地上アンテナを経由してアクセスする地球を基盤とするもの
でも、光又は超高周波マイクロ波リンクを経由してアクセスする宇宙を基盤とするもので
もいずれでも良い。
【００５５】
図８に描くこのような中継システムの１つは、航空機１０を、地上局３２６と複数の衛星
３２８との間で同時に交信する通信ハブとして用いる。この使命において、航空機は多数
の光送受信器を必要とし、送受信器を作動させるため追加電力を発生する必要があるであ
ろう。代替案として、図９及び１０に描くように、それをカバーする通信範囲を備えた１
機の航空機を持つ２つの通信範囲領域が示されている。詳細に説明すると、１機以上のこ
のような航空機１０はすべて、単一衛星３３０と交信することが出来るので、１つ以上の
地上局を通信ハブとして働く単一衛星に接続することが出来る。これは、各航空機による
周波数再使用を提供し（即ち、利用することの出来る周波数の同一の組を各航空機が使用
することが出来る）衛星と地上との間で利用することの出来るバンド幅（帯域幅）を増加
するかも知れない。
【００５６】
この筋書きは、人口密度の高い地域と衛星との間（図１０参照）又は衛星と２つの離れた
位置との間（図９参照）に与えるバンド幅（帯域幅）を増加することが出来る。前者の筋
書きは、衛星と都市との間に極めて大量のデータ受け渡しを提供する。これは、低い周波
数を地上近くで、及び光又は超高周波マイクロ波リンクを航空機と衛星との間の交信のた
め再使用するため異なる経路を提供する。この衛星は、次には、ハブとして働いて、これ
もまた地上通信のため副軌道上のプラットホームを使用することの出来る１つ以上の衛星
３３４と交信する。加えて、航空機対航空機の直接交信をも使用することが出来る。これ
らの例が示すように、航空機は各種の通信システム構造の一部として役立つことが出来る
。
【００５７】
上述の好適実施例では、マイクロ波と光信号を使ったけれども、このシステムは各種各様
の信号に関して働くことが出来ることは理解される筈である。詳しく説明すると、大気湿
度が約１ミリメートル以下の電波波長（即ち、２０ギガヘルツ以上の高周波信号）には著
しく干渉するが、長い波長（即ち、２０ギガヘルツ以下の低周波信号）にはそれ程でない
ことが知られている。したがって、このシステムは、１ミリメートルより大きい波長を有
する地上局対航空機電波信号と、１ミリメートルより小さい波長を有する航空機対衛星電
波を使って、好適に働かせることが出来る。さらに、上記発明の航空機を信号の向け直し
及び／又は増幅に用いて、システムの航空機対衛星部分が、システムの地上局対航空機部
分で使用されると同じ信号など、大気擾乱を通過する信号を用いて運営されるときであっ
ても、電力を節約することが出来る。
【００５８】
［広域配置システム]
図１１Ａを参照すると、本発明の第１実施例に関連する通信システムが、無線ローカル・
ループ、ブロードバンド及び／又はその他の通信ネットワーク（回線網）の一部となって
いる。
【００５９】
移動及び住宅用音声電話、移動及び住宅用インターネットアクセス、及びブロードバンド
データアクセスなど、各種形態の通信は、それぞれ異なる伝送要件を有する。例えば、音
声電話は、比較的低いレベルのバンド幅（帯域幅）（４乃至６４ＫＢｐｓなど）を長時間
（２乃至３０分など）必要とし、インターネットアクセスは、大きいバンド幅（帯域幅）
（６４乃至２０００ＫＢｐｓなど）を極めて限られた時間（数秒間など）必要とし、ブロ
ードバンドアクセスは、ほとんど連続的な基準で大きいバンド幅（帯域幅）（１Ｍビット
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以上など）に基づく。
【００６０】
このような通信要件を与えるため、各種各様のネットワーク構造が一般的に開発され、各
種形態のネットワーク（回線網）を導き出した。それらの中には、陸上回線電話ネットワ
ーク（回線網）、セルラー・ネットワーク（回線網）、無線ローカル・ループ、及び各種
の成層圏衛星基地ネットワーク（回線網）がある。
【００６１】
一般的に、これら技術の各々を支えるには異なる装置を必要とする。しかし、場合により
、このようなネットワーク（回線網）は１つ以上の機能を果たすことが出来る。例えば、
ブロードバンド技術は、地上回線を経由して渡されるＡＳＤＬ（非対称デジタル加入者回
線）技術の使用により固定位置エンドユーザにもたらすことが出来る。それでも、これら
形態の異なるネットワーク（回線網）のほとんどは一般的に、いずれかのユーザ又はセル
ラタワーと相互接続するには、膨大で高価な回線の施設を必要とする。
【００６２】
ネットワーク（回線網）に衛星を使用すると、一般的に、高密度領域の中のユーザに対し
多重アクセスを提供することに困難がある。衛星に使用するための重量と動力に対する厳
重な要件に合致する装置の開発には高い費用が掛かる。さらに、理想より劣る位置であっ
て移動ユーザが行くのを選ぶことの出来る場所に対する送信のため必要な周波数再使用と
余剰電力余裕が限られているため、運営維持が困難である。さらに、大気湿度又はその他
の擾乱を貫通することが出来ないため周波数のかなりの帯域を使用することが出来ない。
【００６３】
セルラー及びＰＣＳシステムは、超過電力の使用及びかなりの周波数再使用を通じて建物
内及び到達困難な場所への侵入において優れている。しかし、これらのシステムは、基地
局及び／又は送信塔との間にかなりの広帯域接続性を必要とする。
【００６４】
上述のような理由のため、既存施設のない地域、又は使用のため利用することの出来ない
私有施設を有する地域に初めて展開するのは通信会社にとって困難である。本発明は、各
種の実施例でこれらの懸念の１つ以上に対処する革新的ネットワーク（回線網）構造を提
供する。
【００６５】
図１１Ａで分かるように、本発明のこの実施例は、固定地上位置の間に広帯域一点対多点
接続性を提供するため、航空機であるのが好適な（太陽熱又は在来の、有人又は無人）１
つ以上の高々度プラットホームの使用を含む。代替案として、近地球軌道（ＮＥＯ）衛星
を使うこともある。この高々度プラットホームは、上述のように、１つの局の上又はその
近くで地面に対し周回するか又は位置を保つ航空機であるのが好適である。
【００６６】
航空機は、副軌道上のプラットホーム基地局として働き、一般的には固定地上位置にあり
、加入者の商業ビル５０２及び加入者住居ビル５０４の屋根を含むこともある各種地上局
５００に対し及びその間に、好適には広帯域通信信号を維持する。地上局の少なくとも幾
つかは、データ又は音声チャンネルを、一般的には地方の固定又は移動ユーザである１つ
以上の遠隔加入者局に対して、配当する基地局として構成するのが好適である。地上基地
局は、建物に加えて、街路灯５０６、看板、独立塔５０８又はその他の構造体の中に組み
込むかその上に取り付けることが出来る。加入者基地局（商業用及び住宅用双方）もまた
、有線又は無線接続により、その近傍の加入者のアクセスポートにネットワーク（回線網
）接続するのが好適である。ＰＳＴＮ（公衆交換電話回線網）、ＰＬＭＮ（公衆陸上移動
回線網）など他のネットワーク（回線網）又はインターネットに対する連結は、別の地上
局５１０、衛星ネットワーク（回線網）５１２、又は加入者基地局においてこのようなネ
ットワーク（回線網）へのアクセスリンクが利用出来る場合は既存加入者基地局を通じる
アクセスにより設けることが出来る。
【００６７】
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図１１Ｂに描くように、加入者の地上基地局５００は一般的に、航空機と広帯域又は無線
ループ連結を維持するためアンテナ５２０を付けて構成する。任意選択で、ソーラーアレ
５２２を使い、加入者基地局が電源接続５２４を通じて引き出す電力を最小にすることが
出来る。個別の加入者又は多数の加入者に役立てるため、各種形態の地上基地局を構成す
ることが出来る。移動であろうと、地上基地局の地元領域内の固定であろうと、別の加入
者のため働くには、固定位置に達するための有線ネットワーク（回線網）を使うことが出
来るけれども、無線ローカル・ループを使うのが好適である。別の遠隔の加入者と交信す
るため、加入者基地局は、関連遠隔加入者局が選んだ無線規格に適切なアンテナ５２６を
有するのが好適である。一例として、遠隔加入者局は、さもなければ加入者基地局、その
関連加入者、及び居住建物に無関係の加入者が所有する、コードレス電話であることもあ
る。
【００６８】
無線ローカル・ループを含む各種各様の通信規格は、加入者基地局（又はその他の地上基
地局）の遠隔加入者局を有する加入者に対する連結に使用することが出来る。互換性のあ
る無線通信規格には、ＡＭＰＳ（最新移動電話サービス）、ＴＡＣＳ（全アクセス通信シ
ステム）、ＮＭＴ（スカンジナビア移動電話システム）、ＩＳ－９５（コード分割多重ア
クセス米国デジタルセルラー規格）、ＩＳ－５４／ＩＳ－１３６（米国セルラー規格、Ｄ
－ＡＭＰＳとも言う）、Ｂ－ＣＤＭＡ（ブロードバンドコード分割多重アクセス）、Ｗ－
ＣＤＭＡ（ワイドバンドコード分割多重アクセス）、ＵＭＴＳ（ユニバーサル移動電気通
信サービス）又はその他の３Ｇ、ＰＨＳ（簡易型携帯電話）、ＤＥＣＴ（デジタル強化コ
ードレス電話）、ＰＡＣＳ（個人最新通信システム）、ＰＤＣ（個人デジタルセルラー）
、ＣＤＰＤ（セルラーデジタルパケットデータ）、Ｍｏｂｉｔｅｘ（無線パケット回線網
用エリクソン規格）及びＲＤ－ＬＡＰ（モトローラ開発無線パケット回線網）である。し
たがって、音声電話、ｅ－メール、インターネットアクセス、ファクシミリ、ビデオ電話
、及びビデオ会議を含む各種のサービスをこれら加入者に送信することが出来る。
【００６９】
図１１Ｃに描くように、加入者遠隔局５３０には、加入者遠隔局の関連地上基地局が使用
する無線規格に適合したアンテナ５３２を好んで含むであろう。これらの加入者遠隔局は
、加入者の個別装置に対し、有線又は無線のネットワーク（回線網）接続５３４を有する
であろう。
【００７０】
この流通システムに関する上の記述から分かるように、本発明のこの側面は、高価な施設
を据え付けることなく情報流通システムを提供する。代わりに、このシステムは、加入者
又は他の地上局とともに置かれた個別の加入者基地局、及び地上局に対し及びその間の通
信連絡を提供する、好適には高々度で、副軌道上の１つ以上のプラットホームのみを必要
とする。
【００７１】
上に記述した実施例をさらに裏付けして、幾つかの優先パラメータには下記が含まれる。
【００７２】
－航空機は、通常航路及び荒天より上で、最大強風が、低いジェット気流領域より遙かに
低速である６０，０００－７０，０００フィート領域で運航する。
【００７３】
－航空機には、太陽熱電力、蓄電池、もしくは燃料電池、内燃機関又はタービンを通じて
電力又は機械力を作るため燃焼させる燃料など、任意の適切な手段で動力を与える。
【００７４】
－航空機は、比較的低速の飛行、厳密な局維持のための長期持続飛行と操縦性の双方に関
する要件を満たす能力がある。
【００７５】
－空中安定プラットホーム（方向と姿勢で安定）の上の多重アンテナが地上領域のパター
ンから信号を送受信する。ビームは、１０°－２０°など、中庸の幅である。
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【００７６】
－もっと数の多い送受信用地上アンテナは、２°－４°など狭いビームを用いる。
【００７７】
－地上アンテナビームは、すべてが局維持飛行軌跡体積の中心を指向するよう、方向と仰
角が固定されている。局維持航空機はビーム内にとどまる。
【００７８】
－航空機と中央地上制御局との間に、方向固定地上アンテナを経由して、追加ビームを送
ることが出来る。
【００７９】
－空中及び地上アンテナ系の指向性により、多くの顧客に広帯域サービスを提供するため
周波数の再使用をすることが出来る。
【００８０】
発明の特定形式を図示して記述したけれども、本発明の精神と範囲を逸脱することなく各
種変更を行うことが出来ることは明らかであろう。例えば、記述した各種実施例の特徴を
結合して、本発明の別の実施例を作成するなどである。したがって、好適実施例のみを参
照して本発明を詳細に説明したけれども、本発明から離れることなく各種の変更をおこな
うことが出来るのを、当業者は理解するであろう。したがって、本発明は上述の説明によ
り限定されることを意図しておらず、以下の請求項との関連で定義されるものである。
【図面の簡単な説明】
【図１】　ゼロストレス姿勢における、本発明を具体化した航空機の好適実施例の立体図
である。
【図２】　図１に記述した航空機の平面図である。
【図３】　飛行状態の下の荷積みに一般的な固定位置における、図１に記述した航空機の
透視図である。
【図４Ａ】　通信システムにおいて高々度プラットホームとして働き、地上局信号と複数
のエンドユーザとの間で信号を受け渡す、図１に記述した航空機の説明図である。
【図４Ｂ】　通信システムにおいて高々度プラットホームとして働き、複数の地上局と複
数のセルの中の複数のエンドユーザとの間で信号を受け渡す、図１に描いたもののような
複数の航空機の概念図である。
【図４Ｃ】　図４Ｂに描いた概念の下で航空機により維持することの出来る緊縛局の２次
元空間分布に関する概念図である。
【図４Ｄ】　ＧＥＯ衛星Ｋａバンドを逆に用いる航空機通信ペイロード設計概念を図示す
る。
【図５】　通信システムにおいて高々度プラットホームとして働き、電波を使用する複数
の地上局と光信号を用いる衛星との間で信号を受け渡す、図１に描いた航空機の説明図で
ある。図５はさらに、１つの衛星から第２の衛星への通信引き渡しをも示す。
【図６】　衛星が地上局と著しく異なる緯度にある場合の、図５のものと同様の通信シス
テムの説明図である。
【図７】　航空機が多数の地上局と交信し、衛星が山岳により１局以上の地上局から遮蔽
されている場合の、図５のものと同様の通信システムの説明図である。
【図８】　航空機が同時に３個の異なる衛星と交信する場合の、図５のものと同様の通信
システムの説明図である。
【図９】　衛星が航空機２機及び地上局１局と同時に交信する場合の、図５のものと同様
の通信システムの説明図である。
【図１０】　各々が複数の地上局と交信するための基地局として働く多数の航空機と衛星
１個とが交信する場合の、図５のものと同様の通信システムの説明図である。
【図１１Ａ】　加入者基地局及び加入者遠隔局を有する広帯域、無線ローカル・ループ、
又はその他の通信システムにおいて、高々度の副軌道上のプラットホーム基地局として働
く、図１に描いた航空機の説明図である。
【図１１Ｂ】　図１７Ａに示す通信システムとともに用いるための加入者基地局の図であ
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る。
【図１１Ｃ】　図１７Ａに示す通信システムとともに用いるための加入者遠隔局の図であ
る。

【図１】 【図２】
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